
- 1 -

令和元年度 予算の概要

県民が安全で安心して快適に暮らし続けられる
奈良県づくりを進めます。

事 業 名 及 び そ の 内 容

Ⅰ 女性の活躍の促進、結婚・子育ての支援、児童虐待防止
１ 女性の活躍促進
（１）女性の就労・起業等への支援

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

なら女性活躍推進倶 なら女性活躍推進倶楽部の会員企業等と連携し、女性が活躍でき 千円
楽部事業 る環境づくりを推進

異業種交流会やセミナーによる企業間交流の促進 6,881 こ ど も
企業と女子大学生や再就職希望女性が出会う場の提供 (7,791) ・ 女 性 局
○新女性活躍推進に取り組む倶楽部会員企業の情報を発信 女 性 活 躍

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 推 進 課

子育て女性就職支援 「子育て女性就職相談窓口」の運営
事業 キャリアコンサルタントによる就職相談 9,121 こ ど も

子育て女性のニーズに合わせた求人情報、仕事と家庭の両立の (9,384) ・ 女 性 局
ための情報を提供 女 性 活 躍

県実施 負担区分 県10/10 推 進 課

○新地域に身近な男女 市町村の男女共同参画計画の策定を支援 こ ど も
共同参画計画策定支 モデル村において計画策定を支援し、策定過程を取りまとめた 700 ・ 女 性 局
援事業 マニュアルを県内市町村へ展開 ( － ) 女 性 活 躍

県実施 負担区分 県10/10 推 進 課

○新女性の社会参画に 「奈良県男女共同参画および女性活躍推進に関する計画」の改定 こ ど も
関する意識調査事業 に向け、女性の社会参画に関する意識と実態についての県民調査 3,400 ・ 女 性 局

を実施 ( － ) 女 性 活 躍
県実施 負担区分 県10/10 推 進 課

市町村地域女性活躍 地域のニーズに対応した女性の活躍推進の取組を行う市町村に対 こ ど も
推進補助事業 し補助 5,250 ・ 女 性 局

負担区分 国1/2・市町村1/2 ( － ) 女 性 活 躍
市町村実施 推 進 課

ＮＡＲＡ女性農業者 多様な担い手を確保するため、新たに農業参入を希望する女性の
育成事業 円滑な就農を支援

専門家によるゼミと農業体験、加工・販売体験を組み合わせた 2,381 農 林 部
実践的セミナーの開催 (2,826) 担 い 手 ・
負担区分 国1/2・県1/2 農地マネジ
地域のリーダーとなる女性指導農業士の海外派遣に対し補助 メ ン ト 課

県・民間実施 負担区分 国1/4・県1/4・実施主体1/2

女性・若者・シニア 貸付対象者 認定支援機関の支援を受け、県内で創業しようとす
・ＵＩＪターン創業 る女性、35歳未満の若者、55歳以上の者又はＵＩＪ
支援資金（制度融資） ターン該当者で、県が認定した者

貸 付 枠 ㉛400,000千円 10,209 産業・雇用
貸付限度額 設備・運転 15,000千円 ( 4,952) 振 興 部
貸 付 利 率 ㉛0.0% 地域産業課
貸 付 期 間 ７年（うち１年据置）
保証料を県が全額負担

県実施 負担区分 県10/10

（２）女性の相談窓口の充実

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

女性相談対策事業 中央こども家庭相談センターにおける女性相談、一時保護及び生 千円 こ ど も
活指導 45,806 ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2、県10/10 (47,268) こども家庭課

資料４－１
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

性暴力被害者支援事 性暴力被害者の心身の負担軽減とその早期回復を図るため、「性 千円
業 暴力被害者サポートセンター（ＮＡＲＡハート）」を運営 8,943 こ ど も

専門支援員による相談、各支援機関への同行、医療費公費負担、 (6,931) ・ 女 性 局
関係機関との連携会議の開催等 女 性 活 躍

県実施 負担区分 国1/2・県1/2、国1/3・県2/3 推 進 課

ＤＶ相談支援・予防 市町村等の相談窓口強化のための相談員研修の実施
啓発事業 デートＤＶに関するメール相談窓口の運営 471 こ ど も

高校生等を対象にＤＶ被害を未然に防止するための出前講座を実 (539) ・ 女 性 局
施 こども家庭課

県実施 負担区分 国1/2・県1/2、県10/10

２ 少子化対策の推進

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

安心子育て推進事業 ○新妊娠期から切れ目ない子育て支援体制の充実のため、市町村職 千円
員等への研修を実施
企業による市町村と連携した子育て世帯の訪問・見守りを支援
県内の保育士養成課程を有する大学と県が連携し、地域の子育て
支援のための取組を実施 4,186 こ ど も
奈良県こども・子育て応援県民会議の運営 (8,734) ・ 女 性 局
負担区分 国1/2・県1/2、県10/10 女 性 活 躍
結婚応援の取組や、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育 推 進 課
てに温かい社会づくり・気運醸成に取り組む市町村に対し補助

県・市町村・民間実施 負担区分 国1/2・市町村1/2、国2/3・市町村1/3

○新子ども・子育て支 「奈良こどもすくすく・子育ていきいきプラン（㉗～㉛）」の計 こ ど も
援計画策定事業 画期間終了に伴い、次期計画を策定 1,700 ・ 女 性 局

負担区分 県10/10 ( － ) 女 性 活 躍
県実施 推 進 課

結婚応援推進事業 企業や団体による若者世代向けの交流の機会等をつくる取組に対 ２月補正 こ ど も
し補助 1,500 ・ 女 性 局
負担区分 国2/3・県1/3 ( － ) 女 性 活 躍

民間実施 推 進 課

不妊対策事業 不妊治療を受ける者に対する医療費の助成
（再掲） 対象治療法 体外受精、顕微授精

給 付 額 等 治療１回につき上限150千円（初回治療は300千円）
一部治療は75千円

対 象 者 妻の年齢が43歳未満（初回40歳未満は通算６回、
初回40歳以上43歳未満は通算３回）

男性不妊治療を受ける者に対する医療費の上乗せ助成 175,913 医療政策局
対象治療法 精子回収を目的として行われる手術法等 (219,622) 健康推進課
給 付 額 等 治療１回につき上限150千円
対 象 者 妻の年齢が43歳未満の不妊治療が必要な男性

不妊専門相談センター事業
助産師及び産婦人科医師による専門的な電話・面接相談
不妊専門相談検討会議の開催

県実施 負担区分 国1/2・県1/2

３ 子どもの健やかな育ちへの支援
（１）子育て支援

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

認定こども園施設型 民間認定こども園を利用する乳幼児の教育・保育経費に対する負 千円
給付費等負担金・補 担金等
助金 対象認定こども園数 30カ所

対 象 児 童 数 月平均4,861人
民間保育所を利用する乳幼児の保育経費に対する負担金
対象保育所数 86カ所 2,988,123 こ ど も
対 象 児 童 数 月平均11,682人 (2,852,868) ・ 女 性 局

小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業等の地域型 子育て支援課
保育を利用する乳幼児の保育経費に対する負担金
負担区分 利用者負担分を除き
３歳以上 国1/2・県1/4・市町村1/4

市町村・民間実施 ３歳未満 国52.875/100・県23.5625/100・市町村23.5625/100
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

企業主導型保育利用 企業主導型保育事業における児童の利用者負担額を軽減する事業 千円
者負担軽減補助事業 主に対し補助 29,002 こ ど も

負担軽減対象 ３歳未満児（従業員枠） (26,932) ・ 女 性 局
民間実施 負担区分 県1/2・実施主体1/2 子育て支援課

放課後児童健全育成 放課後児童クラブの運営等に対し補助 696,872 こ ど も
事業費補助 補助対象 33市町村、359カ所 (732,799) ・ 女 性 局
市町村・民間実施 負担区分 国1/3・県1/3・市町村1/3 子育て支援課

放課後児童クラブ施 放課後児童クラブの施設整備に対し補助 101,074 こ ど も
設整備費補助 補助対象 ８市町、27カ所 (129,112) ・ 女 性 局

市町村実施 負担区分 国2/3・県1/6・市町村1/6、国1/3・県1/3・市町村1/3 子育て支援課

保育所等施設整備事 保育所、幼保連携型認定こども園の施設整備等に対し補助
業 負担区分 348,335 こ ど も
［一部安心こども］ 保育所機能部分 県（基金）2/3・市町村 1/12・実施主体1/4 (388,800) ・ 女 性 局

民間実施 幼稚園機能部分 国1/2・市町村1/4・実施主体1/4 子育て支援課

病児保育施設整備事 病児保育施設の整備に対し補助
業 補助対象 奈良市、三郷町 29,968 こ ど も

負担区分 公立 国1/3・県1/3・市町村1/3 (32,109) ・ 女 性 局
市町村・民間実施 民立 国3/10・県3/10・市町村3/10・事業者1/10 子育て支援課

地域子ども・子育て 利用者支援事業
支援事業 子ども又は保護者の身近な場所で教育・保育施設等の利用の相

談等を実施する市町村に対し補助
地域子育て支援拠点事業
地域の子育て中の親子の交流や育児相談等を実施する市町村に
対し補助

ファミリー・サポート・センター事業
児童の預かり等の相互援助活動を実施するファミリー・サポー
ト・センターを運営する市町村に対し補助

一時預かり事業
家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児
等の一時預かりを実施する市町村に対し補助

延長保育事業
通常の開設時間を超えた保育を実施する市町村に対し補助

病児・病後児保育事業
病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実 こ ど も
施する市町村に対して補助 ・ 女 性 局

実費徴収補足給付事業 520,110 女 性 活 躍
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育に必要な物 (486,908) 推 進 課
品の購入を支援する市町村に対し補助 子育て支援課

○新多様な事業者の参入促進・能力活用事業 こども家庭課
私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体
制を整備する経費に対し補助

養育支援訪問事業
養育を支援することが特に必要と認められる家庭を訪問し、必
要な支援を実施する市町村に対し補助

子育て短期支援事業
家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童を
一定期間養育・保護する市町村に対し補助

乳児家庭全戸訪問事業
生後４カ月までの乳児のいる家庭への訪問を実施する市町村に
対し補助

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
市町村子どもを守る地域ネットワークの関係機関等の専門性強
化及び連携の強化に対し補助

市町村実施 負担区分 国1/3・県1/3・市町村1/3
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

要支援児保育促進事 障害児保育質向上事業費補助 千円
業費補助 障害児を一定数以上受け入れ、かつ障害児に手厚いケアを実施

する保育所に対し処遇の程度に応じて補助 156,360 こ ど も
家庭支援推進保育事業費補助 (159,245) ・ 女 性 局
家庭環境など、保育を行う上で特に配慮が必要とされる児童が 子育て支援課
多数入所している保育所に対し補助

市町村・民間実施 負担区分 県10/10

医療的ケア児保育支 医療的ケア児の受け入れ体制の整備を行う市町村に対し補助 5,475 こ ど も
援モデル事業 負担区分 国1/2・県1/4・市町村1/4 (5,250) ・ 女 性 局

市町村実施 子育て支援課

保育士人材バンク運 保育士人材バンクの運営
営事業 コーディネーターによる潜在保育士等への就職支援 13,835 こ ど も

就職支援研修、就業継続研修、合同就職説明会の実施等 (15,373) ・ 女 性 局
県実施 負担区分 国負担分を除き県10/10 子育て支援課

保育士キャリアアッ 保育の質向上及び保育士の処遇改善のためのキャリアアップ研修 6,920 こ ど も
プ研修事業 を実施 (21,552) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 子育て支援課

保育士等研修事業 保育士の経験年数・職務・職責に応じた研修を実施
認定保育士Ｇｒａｄｅ３研修
○新認定保育士Ｇｒａｄｅ３フォローアップ研修
○新初任者向け研修 4,524 こ ど も
○新園長向け研修 (7,015) ・ 女 性 局

子育て支援員としての認定に必要な研修を実施 子育て支援課
保育教諭初任者研修及び中堅保育教諭研修を実施

県実施 負担区分 国1/2・県1/2、県10/10

保育士負担軽減のた 民間保育所等が地域住民や子育て経験者等の地域の多様な人材を
めの保育補助者配置 保育支援者として活用する取組を支援する市町村に対し補助
支援事業 負担区分 国1/2・県1/4・市町村1/4 17,968 こ ど も

民間保育所等における保育士資格をもたない短時間勤務の保育補 (38,592) ・ 女 性 局
助者の雇上げを支援する市町村に対し補助 子育て支援課

民間実施 負担区分 国3/4・県1/8・市町村1/8

○新保育所等巡回支援 認可外保育施設への巡回支援指導の実施 949 こ ど も
指導事業 若手保育士の離職防止のため支援アドバイザーを保育所等へ派遣 ( － ) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 子育て支援課

放課後児童対策推進 奈良県放課後児童対策推進委員会の運営 2,275 こ ど も
強化事業 放課後児童支援員認定資格研修の実施 (2,311) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2、県10/10 子育て支援課

児童手当の給付 対 象 中学校修了までの児童を養育している父母等
手当月額（児童１人当たり）
３歳未満 15,000円
３歳以上小学校修了前（第１・２子） 10,000円

（第３子以降） 15,000円
中学生 10,000円 2,957,171 こ ど も
所得制限世帯 5,000円 (3,005,620) ・ 女 性 局

所得制限 子育て支援課
基準額 年収960万円（夫婦・子ども２人）

負担区分 国2/3・県1/6・市町村1/6
３歳未満の児童を扶養する被用者

市町村実施 国16/45・県4/45・市町村4/45・事業主21/45

子ども医療費助成事 子どもの健康の保持及び福祉の増進を図るため、医療保険自己負
業 （再掲） 担に対し補助

補助対象 ０歳児～中学生 1,243,000 医療・介護
○新平成31年（2019年）８月から未就学児を対象に現物給付方式 (1,249,000) 保 険 局
を導入 医療保険課

市町村実施 負担区分 県1/2・市町村1/2
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

家庭教育支援チーム 地域人材による家庭教育支援チームの構築に取り組む市町村を支 千円
構築支援事業 援 750 教育委員会

県・市町村実施 負担区分 国1/3・県2/3 、国1/3・県1/3・市町村1/3 (858) 教育研究所

育児休業取得促進事 少子化対策の推進と県内事業所における従業員のワーク･ライフ･
業 バランスの実現に向け、育児休業期間中の従業員に対し雇用保険

の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に対
し補助 14,218 産業・雇用
期 間 育児休業給付金支給開始から６カ月以降の育児休業 (17,320) 振 興 部

給付金支給期間 雇用政策課
補助上限 休業開始時賃金の17％

県実施 負担区分 民間負担分を除き県10/10

（２）ひとり親家庭等への支援

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局
(30 年 度) ・課室名

ひとり親家庭の子育 ひとり親の就業及び自立を支援する奈良県スマイルセンターにお 千円
て支援事業 いて、ワンストップ機能を強化し、幅広く行き届いた支援を実施

○新保育従事者ガイダンス講座の開催 1,514 こ ど も
就労等セミナー開催時の託児ルームの設置 (1,425) ・ 女 性 局
法律相談及び面会交流相談の実施 こども家庭課

県実施 負担区分 国1/2・県1/4・奈良市1/4

子どもの生活・学習 ひとり親家庭の子どもを対象に学習支援や心のケアの取組を実施 1,554 こ ど も
支援事業 する市村に対し補助 (4,172) ・ 女 性 局

市町村実施 負担区分 国1/2・県1/4・市町村1/4 こども家庭課

児童扶養手当の給付 児童扶養手当
対 象 18歳到達後最初の３月31日までの児童を養育している

ひとり親等
手当月額 全部支給 42,910円

一部支給 42,900円～10,120円
加 算 ２人目

全部支給 10,140円
一部支給 10,130円～ 5,070円 1,445,890 こ ど も

３人目以降 (1,066,598) ・ 女 性 局
全部支給 6,080円 子育て支援課
一部支給 6,070円～ 3,040円

負担区分 国1/3・県2/3
○新（仮称）未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金
対 象 未婚の児童扶養手当受給者
給 付 額 17,500円／年

県実施 負担区分 国10/10

ひとり親家庭等医療 ひとり親家庭の親子等の健康の保持及び福祉の増進を図るため、
費助成事業（再掲） 医療保険自己負担に対し補助

補助対象 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の３月31日ま 298,000 医療・介護
での児童 (295,000) 保 険 局

○新平成31年（2019年）８月から未就学児を対象に現物給付方式 医療保険課
を導入

市町村実施 負担区分 県1/2・市町村1/2

母子、父子及び寡婦 母子福祉資金貸付金 120,300千円
福祉資金の貸付 父子福祉資金貸付金 5,000千円 127,300 こ ど も
（特別会計） 寡婦福祉資金貸付金 2,000千円 (115,400) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 県10/10 こども家庭課

こども食堂開設・運 「こども食堂」の開設・運営に要する経費に対し補助
営支援事業（再掲） ○新「こども食堂」が実施する朝食提供に要する経費に対し補助 3,000 こ ど も

対象期間 事業開始から１年間 (3,240) ・ 女 性 局
民間実施 負担区分 県10/10 こども家庭課
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局

(30 年 度) ・課室名

奈良らしい「こども 子ども達に奈良の食文化に親しむ機会を提供するため、「こども 千円

食堂」推進事業 食堂」が奈良県産の食材を購入する経費に対し補助 1,920 こ ど も

（再掲） 負担区分 県10/10 (2,500) ・ 女 性 局

民間実施 こども家庭課

「ひとり親家庭サポ 「ひとり親家庭サポート活動」にかかる取組に対し補助 1,880 こ ど も

ート活動」支援事業 実施主体 奈良県母子福祉連合会 (3,000) ・ 女 性 局

民間実施 負担区分 県10/10 こども家庭課

母子生活支援施設整 老朽化が著しく耐震化の必要な母子生活支援施設の建替整備に対

備補助事業 し補助 14,256 こ ど も

対象施設 ライフイン・郡山 (180,546) ・ 女 性 局

民間実施 負担区分 国1/2・県1/4・実施主体1/4 こども家庭課

○新子どもの生活に関 「経済的困難及び社会生活上の困難を抱える子どもを支援する奈

する実態調査事業 良県計画」の策定に向け、子どもとその家族の生活状況、格差等 3,194 こ ど も

の実態調査を実施 ( － ) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

学校・地域パートナ 地域未来塾の設置・運営を支援

ーシップ事業（一部） 経済的な理由等により、家庭での学習が困難な児童・生徒を対 7,200 教育委員会

象に地域住民が協力して学習支援を実施する市町村に対し補助 (7,200) 人権・地域

実施箇所 80小中学校等 教 育 課

市町村実施 負担区分 国1/3・県1/3・市町村1/3

生活支援アドバイザ 子どもの生活・経済上の様々な不安や問題の解決に向け、社会福 15,912 教育委員会

ー派遣事業 祉士等を生活支援アドバイザーとして学校や関係機関に派遣 (15,912) 生 徒 指 導

県実施 負担区分 国1/3・県2/3 支 援 室

（３）児童虐待対策・社会的養護の充実

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局

(30 年 度) ・課室名

こども家庭相談セン 児童虐待対応365日24時間体制整備 千円

ター機能強化事業 被虐待児童のカウンセリング、一時保護児童の歯科指導 8,953 こ ど も

一時保護児童の入院時における安全確保 (10,027) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

市町村児童虐待対応 市町村職員向け児童虐待対応等研修会の開催

力・体制強化支援事 ○新市町村子ども家庭総合支援拠点の設置を推進

業 先進事例等を紹介する市町村向け研修会の開催

スーパーアドバイスチームの派遣 1,439 こ ど も

対応困難事例について、専門的助言が可能な有識者等を派遣 (1,092) ・ 女 性 局

○新市町村による未就園児等がいる家庭への全戸訪問促進支援 こども家庭課

子育て支援関係機関へのペアレント・プログラムの普及

奈良県要保護児童対策地域協議会の開催

県実施 負担区分 国1/2・県1/2

児童虐待防止推進事 民生児童委員を対象に研修を実施

業 医療関係者向けにマニュアルを活用した研修を実施 3,481 こ ど も

奈良県子どもを虐待から守る審議会の開催 (3,417) ・ 女 性 局

児童虐待の通報や未然防止に関する啓発 こども家庭課

県実施 負担区分 国1/2・県1/2
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事 業 名 及 び そ の 内 容

事 業 名 事 業 内 容 31 年 度 担当部局

(30 年 度) ・課室名

妊産婦・子育て世代 予期しない妊娠相談対応力向上研修の実施 千円

包括支援事業 家庭訪問支援プログラムを県内市町村に普及させるとともに、プ 611 こ ど も

ログラムに沿った支援を行う家庭訪問員を育成 (609) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 県1/2・国1/2 こども家庭課

児童養護施設等児童 児童養護施設等に入所した要保護児童等の保護に係る経費の負担

保護措置費 児童養護施設 ６施設 254人 1,985,592 こ ど も

乳児院 ２施設 25人 (1,995,283) ・ 女 性 局

民間実施 負担区分 保護者負担分を除き国1/2・県1/2 こども家庭課

被虐待児童支援等対 児童養護施設等の環境改善事業

策事業 児童養護施設におけるケア単位の小規模化等に要する経費に対

し補助

ファミリーホーム等の新設・改修等に要する経費に対し補助

子どもの「自立」サポート事業 12,500 こ ど も

児童の自立支援のため、就業相談や生活相談等の各種相談支援、 (14,817) ・ 女 性 局

自助グループの育成支援を実施 こども家庭課

児童養護施設等キャリアアップ事業

児童養護施設等に措置される被虐待児の増加に対応するため、

施設職員の処遇対応力向上研修を実施

県・民間実施 負担区分 国1/2・県1/2、県10/10

里親支援事業 里親制度の普及啓発、里親の養育能力向上のため研修、里親への 8,900 こ ど も

訪問指導支援等を実施 (8,900) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

ライフストーリーワ 社会的養護の必要な子どもが自らの生いたちを整理するために有

ーク推進事業 効な手法とされる「ライフストーリーワーク」の研修、事例検討 984 こ ど も

等を実施 (1,068) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

児童家庭支援センタ 地域に密着した子育て相談支援体制を充実するため、民間児童養

ー運営事業 護施設に設置された児童家庭支援センターの運営に対し補助 21,957 こ ど も

設置場所 天理養徳院（天理市）、飛鳥学院（桜井市） (24,429) ・ 女 性 局

民間実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

子ども家庭福祉人材 児童福祉法の改正により必要となった国が定める義務研修の受講

専門性強化事業 児童福祉司スーパーバイザー研修、研修講師認定研修

児童福祉司及び市町村職員に対し国が定める義務研修を実施 1,371 こ ど も

児童福祉司任用前・後研修、市町村要保護児童対策地域協議会 (1,795) ・ 女 性 局

調整機関専門職研修 こども家庭課

児童相談所職員の児童福祉司任用資格取得のための研修受講

県実施 負担区分 国1/2・県1/2

○新精華学院空調整備 奈良市立小中学校分教室を設置している精華学院の教室に空調設 24,717 こ ど も

事業 備を設置 ( － ) ・ 女 性 局

県実施 負担区分 国1/2・県1/2 こども家庭課

○新児童養護施設等の 安全性に問題があるブロック塀の撤去等を実施する児童養護施設

ブロック塀等安全対 に対し補助 2,700 こ ど も

策事業 負担区分 国1/2・実施主体1/2 ( － ) ・ 女 性 局

民間実施 こども家庭課


